
人事・賃金制度改訂と労働組合

香川大学経済学部
青木宏之

連合総合生活開発研究所
「賃金構造の分析に関するシンポジウム」

（2026年7月9日）



問題関心

企業別組合は人事・賃金制度改訂にどのように関与しうるか

前提

日本の企業内労使関係の「統合的交渉」
パイの配分だけではなく増大が問題となる

対立と協力の混在

問い
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人事・賃金制度改訂の何を見るか

非正規雇用で働く者やエリア職の処遇

身分・拘束性との対応関係→労働者の利害が複雑化

＜調査の焦点＞

制度の設計・運用
に関する労使協議

職場労働者とのコ
ミュニケーション

組合リーダーの公
正観
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労働組合の機能役割① 一般組合員への説明・意見集約

１．説明の担い手

２．労使協議のレベル

３．説明の方法

本部役員

事業所組合役員

職場組織役員

一般組合員

事業所の役員が中心だが、製造業では職場役
員が対応

本部組合が中心

職場集会、機関誌、専用アプリなど多様
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労働組合の機能役割② 格差是正：雇用形態間

３つの方策

社員区分をそのままに格差を是正

中間的な社員区分の設置・拡大

正社員登用の緩和

（JP労組）
正社員登用の拡大を求めると同時に、受け皿となる一般職の創設を積極的に受け入れる

この連動に注目 正社員登用の両義性
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労働組合の機能役割② 格差是正：社員区分間

▪根拠の明確化傾向：職務、異動範囲

▪縮小化の事例：安川電機労組YDC支部、全日通労組

（安川電機労組YDC支部）
全国転勤型を100としたときに地域限定型の賃金水準
2016年6月7日会社提案は60
2016年6月14日の再提案は80
2016年12月には94
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労働組合の機能役割③ 不利益変更の回避

1. 経過措置の長期化、現収保障の充実

2. 例外や部分適用のルールの設定

（西友労組）
地域社員制度を導入する際に、まずは人手不足の強い部門に限定して導入させる

（安川電機労組YDC支部）
介護や育児で地域社員に転換せざるを得ない場合は総合職の処遇を保障させる。
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労働組合の機能役割④ 人事・賃金制度の整備

▪人事・賃金制度の整備・体系化への協力

（全日通労組）
2019年からの人事・賃金制度までの労使協議は、支店ごとに分化した人事・賃金制度の
統合の過程でもあった。
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労働組合の機能役割⑤ 制度導入後のフォロー

▪労組は人事・賃金制度改革の実行状況をチェックする役割を持つ

（NTN労組）
昇格できない理由、面談が適切に行われているか

（大丸松坂屋百貨店労組）
面談の実施状況アンケート
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公正観のコーディネーターとしての労組

労組の機能 公正さの視点からみた意味

現場への説明・
意見集約

対話の機会を設け、社内にある多様な公正観を統合する。

人事・賃金制度の整
備

組合員の公正観を制度設計・運用ルールへ正確に反映する。

格差是正・不利益変
更の回避

制度改訂が公正さから逸脱しないように歯止めをかける。

制度導入後のフォロ
ー

導入後の運用確認と修正により、公正さを継続的に維持する。
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公正観を構築する主体としての労組

▪ 独自の公正観の形成プロセス

経営者・人事部 労組本部役員

上部団体・外部情報

職場の組合員
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構築プロセス① 職場とのコミュニケーション

▪ （大丸松坂屋百貨店労組）

当初の判断

エリア社員の対象に制限

を設け、賃金格差も一定

程度つける考え。

職場集会で把握

就労観・価値観・ライフ

スタイルが多様化してい

る現状を知る。

最終判断

対象者に制限を設けず、

賃金格差を小さく抑える

方向へ。
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構築プロセス② 上部団体・外部情報

他社事例や連合体からの情報が、自社制度を相対化する材料になる

安川電機労組YDC支部

地域限定社員と総合職の賃金格差につ

いて、他社事例を独自に収集し、電機

連合を通じた情報も活用。

全日通労組

組合役員が同一労働同一賃金施策を強

く意識。連合の出版物に目を通し、連

合に依頼してセミナーも開催。
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全日通労組の事例
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2019年改革の全体像

労使協議と組合活動

2016 定年延長要求
労使協議の起点

労務構成・賃金実態調査
支部意見集約、本部協議

2019 合意形成
支店社員の大幅処遇改善

社員区分、等級、賃金の同時再編

＜社員区分＞
支店社員を社員（エリア職）大
規模転換

＜役割等級導入＞
営業・事務と技能の区分撤廃

＜賃金制度＞
職務給・異動範囲給を導入
手当・休日を統一
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改革の経緯

経済成長の鈍化、貨物の軽薄短小化、輸送業界の競争激化

賃金水準の低い支店採用「地域社員」の拡大。組合は要員確保のために合意。

支店による有期雇用も拡大。地域社員にちかい者を「支店社員」と呼ぶ。

→本社採用と支店採用、さらに雇用形態間の均等・均衡処遇の問題

1970年代後半～80年代前半

1983年～2019年

15



2019年社員区分の変更

営業・事務 社員（総合職）

技能職

社員（エリア職）

地域社員

契約社員、支店社員（有期） 期間社員

限定職

全国採用

支店採用

営業・事務職。全国転勤

勤務地限定。技能職70％、営
業職30％。

３年以内に正社員化することが前提

職務・勤務地限定
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＜役割等級＞
• 職種、社員区分に関わりなく、全従業員
を役割で等級づける

＜技能職のキャリア＞
キャリアの天井の上昇。支店の係長へ。

＜呼称＞

１級
EM職

エグゼクティブマネージャー

２級
GM職

ゼネラルマネージャー

３級
AM職

エリアマネージャー

４級
M職

マネージャー

５級

６級

７級

８級

９級

10級

11級

12級

13級

14級

指

導

層

L職

リーダー

（本社・事業部）係長、プロジェクトリーダー

（支店）係長、課長（組合員）、（営業所）所

長、スーパーバイザー

（出向者等）係長、グループリーダー等

一

般

層

C職

チーフ

（本社・事業部）主任

（支店）主任、チームリーダー

（出向者等）主任等

S職

オペレーションスタッフ

＜役割等級＞ ＜職位＞

経

営

層

（本社）部長、副部長、専任部長、室長、調査役

（事業部）部長、副部長、専任部長、調査役

（支店）支店長、部長

（出向者等）社長、部長、調査役等

管

理

層

（本社・事業部）次長

（支店）次長、所長、センター長

（出向者等）社長、部長、次長、調査役等＜職位と呼称＞
• 職位と呼称の区別導入
• 同一呼称の役割等級の差が広がる。
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小括

支店採用者の大幅に処遇改善・休日増加

ブラックボックス化していた支店採用者の賃金・労働条件を全国統一

社員区分や職種に関わらず共通の役割等級を導入し、職務内容で序列化
した。異動は手当で還元した。

労使は、均等・均衡待遇政策を積極的に進めた。ナショナルセンターの
指導はそれを後押ししていた。
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